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１．１まじめに

島根県東部地区に所属する沖合底曳網漁船は，現在12統が操業しているが，西部の沖合底曳網漁

船が主に，山口県沖合域を漁場としているのに対して，東部船は，主として島根県東部海域を漁場

とし,－部小型底曳船漁場とも競合している（図１）。この東部船の漁盤対象資源についての調査

は，ほとんどおこなわれておらず,現在，存在する資料としては，漁獲成績報告書しかない。近年，

西部船と同様に東部船においても漁獲量の現象が見え始め，漁獲対象資源水準の低下が懸念されて

いる。したがって，ここではとりあえず，漁獲成績報告書を整理し，漁狸努力量と漁極量の関係を
解析し，適正漁獲努力量を（適正曳網数）推定する。
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図１沖底漁区別漁獲量（東部船）

昭和62年度（62.1～62.12）
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２．資料と方法

解析に用いた資料は，昭和52～62年の沖合底曳網漁業漁獲成績報告書（漁政課）である。この漁

獲成績報告には，各年，各月の操業日数，曳綱数，魚種別漁獲量（k,）が記されている。漁痩努力

量と漁獲量の解析方法は次のとおりである。すなわち，年々の努力蚤に対して努力あたり漁痩蚤が

直線的に減少するという関係を利用するものである。ある年の努力量Ｘと努力あたり漁獲量をＵ

（漁獲量をＣとするとＵ＝Ｃ／Ｘ）との間に，Ｕ＝ａ－ｂｘの直線式を考え，ａ，ｂを統計的に定め

る。ａとｂが定まれば，Ｃ＝Ｕ・Ｘ＝ax-bx2という関係から漁獲麺Ｃを最大する努力鐘Ｘの大き

さが求められる。Ｃを最大にするＸの値は，ａ／2bであり，この時Ｕ＝ａ／２である。したがって

表１東部沖合底曳網漁船の漁獲量と漁獲努力量（曳網数）

、■杼

沖合底曳綱漁業漁穫成績報告轡（漁政課）より

最大漁獲利用Cmaxは，ａ２／4bとなる。

３．結果と考察

１）東部沖合底曳網漁業の漁穫量

表１および図２～３に東部沖合底曳網漁業漁独量の経年変化を示した。図２は，魚種別漁狸量の

経年変化を示したものであるが,もっとも特徴的なことは,小型底曳網漁業漁獲量（島根県，1989）

においては，アカガレイがその他カレイ類に含まれてしまうほど，漁獲量が少ないのに対して，東

部船では，カレイ類の中に占める割り合が高く，東部船にとっては，イカ類とともに，安定した漁

独対象資源となっていることである。これは，東部の沖合底曳網漁船が小靭底曳綱漁船よりも，水

深の深い海域を漁場としていることを示しており，季節によっては，小型底曳網漁船と漁場の競合

がゑられても，年を通してみれば．それぞれが漁場を使いわけているものと考えられる。軍要漁獲

対象種であるニギスは，昭和60年以降減少傾向にある。

イカ類，タイ類の傾向は'1,型底曳網漁業のそれと類似しており，イカ類は，昭和57年以降期加傾
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図３１１Ｉ部沖合底曳網漁船の総漁獲量と１曳網あたり漁独量の経年変化
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向にある。ヒラメは，年間50～150トン位の範囲で変動しているが，昭和56年以降低位安定してい
る。

図３は，漁獲量とｌ曳網あたり漁獲量の経年変化を示したものである。漁獲量は，昭和52～56年

までは増加傾向昭和57年以降減少傾向にある。１曳網あたり漁獲量（ＣＰＵＥ）は,~昭和52～５６

年までは,400ｋF程度で安定しているが,昭和57年以降は,2001,9台に落ち込んでいる。ｃＰｕＥは，
／）r￣､､、

漁獲面積が大きく変化しなければ資源量の指数となるのでi,i昭和5i砂~56輪では,資源は高水準，
０ト

昭和57年以降は低水準の状態といえる。表ｌに,､１日あたり曳網数を示しだが,昭和52～56年は平
0I .ａ．

均5t２回，｜沼和57～62年では，5.7回となっている。これは，曳網回数を増すことにより，漁獲増を

計っていると考えられるが，マイナスの結果が現われておりⅢ乱獲と象なすべきである，。年間の
曳網数は，昭和57年以降平均15,783回で'，昭和56年以前の平均12,153回と比較してかなり多くなっ
ている。

２）漁獲努力量（曳網数）と漁獲量の関係
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図５曳網数と持続生産量の関係

図４に,曵網数と１曳網あたり漁獲量(ＣＰＵＥ）の関係を示した。曳網数とＣＰＵＥの関係は，

;=8…-0039xという直線で表わすことが…｡また`二の關賦は』%の水準で有噸で
ある。方法の項で示したように，努力量に対してＣＰＵＥが直線的に減少するから，上述の式は，

Ｃ＝883,332-0.O39X2と展開され,Cmaxは5,001トン,Xmaxは11,32511mと計算される。（図５）。

図５をみると，最大漁獲量を得る曳網数は11,325[Ｉｌｌで，近年の曳網数は15,783回である。ここで漁

獲対象資源の増加が，ロジスティックモデルに従うと仮定するならば，Ｃｍａｘ＝ＭＳＹであるから

曳網回数を，ＭＳＹの水準にまで減少させることが，資illl(回復の方策であるし，年々の資源から最

大の漁獲をあげて、しかもその資源の量を変化させない漁獲量をⅡ指すことがRI1想となろう。すな

わち，最適曳網数は，11,325回であるので，近年の曳網数15,7831111との比をとると11,325／15,783

＝0.72となる。現在沖合底曳網漁船は，１２隻なので，１２隻×0.72＝8.58＝９隻にすれば．１曳網あ

りた漁獲量も増加してくることになる。言い換えれば，３隻を減船すれば，資源水準は，昭和52～

56年の状態に回復することになる。

この方法は，多くの仮定の上に立っている。年令組成や成長の変化は考えず，ある年の資源の大

きさが直ちにその年の自然増加職と結びつくことなどである。しかし，図４～５に示したように生
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物的根拠はなくても，数理統計学的には，十分意味を持つもののであり，生物学的な理論づけをす
ることが，今後の課題である。

４．おわりに

多くの資源研究者が，多くの努力をしているにもかかわらず，資源生産の解明はむつかしい。し

かし，資源生産解明以外に，資源管理の道はないと考えるとすると，それは，正しくない。資源管

理に絶対的に正しいものなどありはしないし，あくまで相対的なものである。資源管理の合理化と

は,管理のしかたをより良くすることであって，そのためには，我々の持っている資源に関する情

報をより多くすることは，もちろん重要であるが，今ある情報の範囲内において，いかにうまく資

源管理を実行するかということも，前者に劣らず重要なことである。そして，我々が，資源管理に

よって意図的に，資源に働きかけるならば，資源から得られる情報は飛躍的に増加するであろう。

このような，立場から資源生産の解明によっての象合理的資源管理が可能であるという従来の発送

に、あえてさからって試みたのが，この解析結果である。

研究,行政,漁業者が一体となって，資源管理が実行されることを切に願っているところである。
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